
22町 教育学指第3527号
2022年 11月 1日

町田市情報公開・個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町田市教育委員会

教育長  坂 本 修

個人情報保護条例の規定に基づく諮間について

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ

しくお願いいたします。

「児童 。生徒作品公募」業務の業務登録について

添付書類   , ゝ
・個人情報業務名設定票  ′

。個人情報業務登録票

;個人情報目的外利用登録票 (
・個人情報外部提供登録票
,個人情報コンピ二十夕処理等巻録票

記

B2564
スタンプ



個人情報登録業務名設定票

部課名 学校教育部指導課

NO 業務名 業務内容 個人情報記録の名称

児童・生徒作品公募 教育に関する作品の公募・表彰を
行い、教育の一層の充実を図る

作品

同意書



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 学校教育部 指導課

業務の名称

児童・生徒作品公募
管理責任者 学校教育部 指導課長

登録年月 日

収 集 の 時 期  □ 定期  ■ 随時 収集の方法  ■
1本

人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃乗の時期  3年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的

教育に関する作品の公募・表彰を行い、教甫

の一層の充実を図る

子ども生活部子育て推進課 市立保育所 (管理・指導)

町田市立小学校 生活指導、教育活動

生活指導、教育活動町田市立中学校

対象となる個人の範囲

作品に応募する児童 ●生徒及びその保護者

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

法人立保育園 作者及び作品

本人等への明示の方法

口頭・文書
認定こども園 作者及び作品

私立幼稚園 作者及び作品

記録の保管方法
①文書・電子媒体

②キャビネット・書庫に保管

保管上の留意点

キャビネット・書庫に施錠

備 考

本人等以外からの収集の際、本人等へ通矢「

します。

本人等以外収集の根拠

□法令  □緊急  □公知

応募作品の提出を受けるため

■その他



(第 1号様式 2)

業務の名称 児童・生徒作品公募 部 課 名 学校教育部 指導課

個

人

　

　

　

情

報

記

　

　

　

録

項

目

の

(1)基本的項 目 (2)思想・信条等に関する項目

① 氏名
2個人番号

③ 住所
4 サ性丹可

5生年月日

6電話番号

7本籍
8国籍
9世帯主との続柄

10親族関係

11家庭環境等

⑫ 保護者
④ 電子メールアドレス
14

15

☆収集の目的 1

2

3

4

9
6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

作品

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項目 (4)成績・資格等に関する項目

1

2

③

4

0
③
Э
8

9

10

11

12

13

14

15

職業・職歴

地位

学歴

各種団体加入

賞罰

学籍

保育・幼稚園名

☆収集の目的 1学業成績

2勤務成績

3各種試験成績
4各種資格

5

6

7

8

9      1

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

(5)財産・収入に関する項 目 (6)心身等に関する項目

1収入状況

2財 産状況

3納税額等  ・

4取 引状況

5公 的扶助の受給

6各 種貸付金

7住居の間取 り ,図面

8金 融機関名

9口座番号

10

11

12

13

14′
          ｀

15

☆収集の目的 1

2

3

④

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

健康状況

病歴

障がいの状況

容姿 (写真 )

☆収集の目的



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 謀
J名 学校教育都指導課

業務の名称

児童・生徒作品公募

管理責任者 学校教育部指導課長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

禾ll

用

提

供

先

名 称

子ども生活部子育て推進課

利用 `提供の方法

1閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

4そ の他

業務の名称

市立保育所 (管理 。指導)

利用・提供の条件

利用目的以外に利用しない i管理責任者

子ども生活部子育て推進課長

利用・提供の目的又は理由   F
市立保育園から提出された児童の作品の審査結果を通知するため

最優秀作品を市立保育園で掲示するため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 作品 14 26

3

4

5

賞罰 27

保育園名 16 28

17 29

6 18 80

7

8

9

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等へ同意を求めます。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票
部 課 名 学校教育部指導課

業務の名称

児童・生徒作品公募

管理責任者 学校教育部指導課長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

禾可

用

提

供

先

名 称

町田市立小学校

利用・提供の方法
1閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

4その他
業務の名称

教育活動

利用 。提供の条件

利用 目的以外に利用しない管理責任者

町田市立小学校長

利用・提供の目的又は理由

学校から提出された児童の作品の審査結果を通知するため

最優秀作品のポスターを学校で掲示するため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用 。提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 作品 14 26

3

4

5

6

7

8

9

賞罰 15 27

学籍 16 28

17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等へ同意を求めます。



(第 5号様式)

個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録

部 課 名 学校教育部指導n果

業務の名称

児童・生徒作品公募

管理責任者 学校教育部指導課長

登録年月日

利用 。提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

不ll

用

提

供

先

名 称

町田市立中学校

利用・提供の方法

1閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

.  4そ の他

業務の名称

教育活動

利用・提供の条件

利用目的以外に利用しない管理責任者

町田市立中学校長

利用・提供の目的又は理由

学校から提出された生徒の作品の審査結果を通知するため

最優秀作品のポスターを学校で掲示するため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 作品 14 26

3

4

5

6

7

8

9

賞罰 15 27

学籍 16 28

17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等へ同意を求めます。



(第 5号様式)

個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 学校教育部指導課

業務の名称

児童 ,生徒作品公募

管理責任者 学校教育部指導課長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

町田市立小学校

利用 ,提供の方法

1閲 覧

② 文書による通知、複写

⑥ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

4その他

業務の名称

生活指導

利用・提供の条件

利用目的以外に利用しない管理責任者

町田市立小学校長

利用・提供の目的又は理由

学校から提出された児童の作品の審査結果を通知するため

最優秀作品のポスターを学校で掲示するため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2

3

4

5

6

7

8

9

14 26

15 27

学籍 16 28

17 29

18  / 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等へ同意を求めます。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 学校教育部指導課

業務の名称

児童 。生徒作品公募

管理責任者 学校教育部指導課長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時 ―
区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

町田市立中学校

利用・提供の方法
1閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

4その他
業務の名称

生活指導

利用・提供の条件

利用目的以外に利用しない管理責任者

町田市立中学校長

利用・提供の目的又は理由

学校から提出された生徒の作品の審査結果を通知するため

最優秀作品のポスタ=を学校で掲示するため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項 目 12 24

1 氏名 13 25

2 作品 14 26

3

4

5

6

7

8

9

賞罰 15 27

学籍 16 28

17 29

18 30

19 31

20 32

21 38

10 22 34

11 23 35

備 考             I
目的外利用の際、本人等へ同意を求めます。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票
部 課 名 子 ども生活部子育て推進課

業務の名称

市立保育所 (管理・指導)

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

禾ll

用

提

供

先

名 称 利用・提供の方法
1閲 覧

② 文書による通知、複写   (
③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

4その他

業務の名称

児童 。生徒作品公募

利用・提供の条件

利用目的以外に利用しない管理責任者

学校教育部指導課長

利用・提供の目的又は理由

市立保育園から提出された児童の作品の審査をするため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2

3

4

5

6

7

8

9

作品 14 26

保育・幼稚園名 15 27

16 28

17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略 します。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 町田市立小学校

業務の名称

教育活動

管理責任者 町田市立小学校長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用 ′ □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

学校教育部指導E果

利用・提供の方法    
′

1閲 覧

② 文書による通知、複写
③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

4その他
業務の名称

児童 ,生徒作品公募

利用・提供の条件

利用目的以外に利用しない管理責任者

学校教育部指導課長

利用・提供の目的又は理由

学校から提出された児童の作品の審査をするため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 18 25

2 作品 14 26

3 学籍 15 27

4

5

6

7

8

16 28

17 29

18 30

19 31

20 82

9 21 33

10 22 34

11 23 85

備 考                 す

目的外利用の際、本人等への通知 。同意は省略します。



個 人 情 報

目的外利用 と外部提供登録票
部 課 名 町田市立中学校

業務の名称

教育活動

管理責任者 町田市立中学校長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

学校教育部指導課

利用・提供の方法         i
l閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

4そ の他

業務の名称

児童 ,生徒作品公募

利用・提供の条件

利用 目的以外に利用しない管理責任者

学校教育部指導課長

利用・提供の目的又は理由

学校から提出された生徒の作品の審査をするため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 作品 14 26

3

4

5

6

7

8

9

学籍 15 27

16 28

17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略します。



個 人 情 報 …
目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 町田市立小学校学校

業務の名称

生活指導

管理責任者 町田市立小学校長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   '□  外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

学校教育部指導課

利用・提供の方法

1閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

4その他

業務の名称

児童 。生徒作品公募

利用 ,提供の条件

利用目的以外に利用しない管理責任者

学校教育部指導課長

利用・提供の目的又は理由

学校から提出された児童の作品の審査をするため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目

1 氏名

12 24

13 25

2 作品

3 学籍

14 26

15 27

4

5

16 28

17 29

6 18 30

7 19 31

8 20 32

9 21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知 。同意は省略します。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 町田市立中学校

業務の名称

生活指導

管理責任者 町由市立中学校長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称 利用・提供の方法

1閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁 内ネットワーク)

4そ の他

業務の名称

児童・生徒作品公募

利用・晃供の条件

利用目的以外に利用しない管理責任者

学校教育部指導課長

利用・提供の目的又は理由

学校から提出された生徒の作品の審査をするため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 作品 14 26

3

4

5

6

7

8

9

学籍 15 27

16 28

17 29

18 30

19 31

20 32

21 83

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略します。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票
部 課 名 学校教育部指導課

業務の名称

児童・生徒作品公募

管理責任者 学校教育部指導課長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   □ 目的外利用   ■ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

法人立保育園、認定こども園、私立幼稚園

利用 。提供の方法
1閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュニタ処理等 (電子メール)

4その他

業務の名称

公募作品の審査結果

利用・提供の条件

提供 目的以外に利用しない管理責任者           _
法人立保育園長、認定こども園長、私立幼稚園長

利用・提供の目的又は理由

園が提出した児童の公募作品の結果を通知するため

最優秀作品のポスターを園で掲示するため

利用・提供の法令等の根拠
なし

利用・提供に係る個人情報の項 目 12 24

1 氏名 13 25

2 作品 14 26

3 賞罰 15 27

4(保育・幼稚園名 16 28

5

6

7

8

9

17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

外部提供の際、本人等へ同意を求めます。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票
都 課 名 学校教育都 指導課

業務の名称

児童・生徒作品公募

管理責任者 学校教育部 指導課長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   □ 目的外利用   ■ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

市民等

利用・提供の方法

① 閲 覧

2文書による通知、複写  ヽ

③ コンピユータ処理等 (ホームページ)

4その他

業務の名称

利用・提供の条件

提供 目的以外に利用しない管理責任者

市民等

利用・提供の目的又は理由

応募された作品のうち、入賞作品を市施設内で掲示来びホームページに掲載する

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用 。提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 作品 14 26

3

4

5

6

7

8

9

賞罰 27

学籍 16 28

保育・幼稚園名 17 29

容姿 (写真) 18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

外部提供の際、本人等へ同意を求めます。



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票

)

部 課 名 学校教育部 指導課

業務の名称

児童・生徒作品公募 管理責任者 学校教育部 指導課長

登録年月 日

システムの名称

ホームページ管理システム (ホ
エムページ掲載 )

コンピュータ処理等の目的
。応募された作品のうち、入賞作品をホームページに掲載するため。

コンピュータ処理等の条件
・ ID・ パスワー ドにより操作者を限定する
・業務上、必要のない項 目は掲載 しない
。スクリーンセーバーを使用する
。配信は、ホ‐ムページ管理システム用コンテンツ管理サーバーとは別に、配信用ウェブサーバーを用いて行い、
サ▼バー間はファイアウォールを配 し通信を暗号化する

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目

1 氏名

12 24

13 25

２

３

４

５

作品 14 26

賞罰 15 27

学籍 16 28

保育・幼稚園名 17 29

6 容姿 (写真) 18 30

７

　

　

８

　

　

９

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考



(第 6号様式)

個人情報コンピユータ処理等登録票 部 課 名 学校教育部 指導課

業務の名称

児童・生徒作品公募 管理責任者 学校教育部 指導課長

登録年月 日

システムの名称

電子メール

コン ピュータ処理等 の 目的

作品が提出 された法人立保育園、認定 こども園、私立幼稚園 との間で応募者の情報を迅速 にや り取 りす るた

め。

ヨンピュータ処理等の条件

・ IDと パスワー ドを用い、操作者 を業務担当者に限定す る。

・スクリーンセーバーを利用す る。

・受信データは速やかに印字 し端末データは削除する。

・ 印字 した電子メールの原稿は、業務終了後速やかに処分す るc

コンピュータ処理等をする

個人情報の項 目

1 氏名

12 24

13 25

２

３

４

５

６

７

８

９

電子メールア ドレス 14 26

賞罰 15 27

保育・幼稚園名 16 28

17 29

18 30

19 31

32

21 33

10 22 34

11 23 35

(

備  考





22町 教学指第3528号
2022年 11月 li日

町田市情報公開い個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

添付書類 キ:

・個人情報業務登録票

町田市教育委員会
教育長 '坂 本 修

個人情報保護条例の規定に基づく報告にういて

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを報告いたします。

「交通安全ポスターコンテスト」業務の廃上についで

※廃上の理由
「児童 ,生徒作品公募」業務に統合するため

記

B2564
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 学校教育部 指導課

業務の名称

交通安全ポスターコンテス ト
管理責任者 学校教育部 指導課長

登録年月 日 2016.9.12

収 集 の 時 期  ■ 定期  回 随時 収集の方法  ■ 本人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期  3年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的

交通安全標語のポスターを公募し、交通安

全教育の一層の充実を図る。また、優秀な作

品についてこれを表彰する。

子ども生活部子育て推進課 市立保育所 (管理・指導)

町田市立小学校 生活指導

町田市立中学校 生活指導

対象となる個人の範囲

作品に応募する児童・生徒及びその保護者

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

は入立保育園 作 品

本人等への明示の方法

口頭・文書
認定こども園 作品

私立幼稚園 作品

記録の保管方法

①文書・電子媒体

②キャビネット・書庫に保管

保管上の留意点

キャビネット・書庫に施錠

備 考

本人等以外からの収集の際、本人等へ通知

します。

本人等以外収集の根拠

□法令  □緊急  □公知
・応募作品の提出を受けるため

■その他



(第 1号様式 2)

業務の名称 交通安全ポスターコンテス ト 部 諜 名 学校教育部 指導謀

個

人

　

　

　

情

報
　
　
　
記
　
　
　
録

の
　

　

　

項

目

(1)基本的項 目 (2)思想 。信条等に関する項目

① 氏名
2個人番号

③ 住所
4 `陛男町

5生年月日

6電話番号
7本籍
8国籍
9世帯主との続柄
10親族関係

11家庭環境等

12

13

14

15

☆収集の目的 1

2

3

4

⑤

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義 ,主張

支持政党

宗教

趣味 。嗜好

作品

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項目 (4)成績・資格等に関する項 目

1職業・職歴
2地位
3学歴
4各種団体加入
5賞罰

③ 学籍

⑦ 保育・幼稚園名 (認定こども

園を含む)

③ 幼稚園名
9

10

11      1

12

13

14

15

☆収集の目的 1学業成績

2勤務成績
3各種試験成績
4各種資格
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

(5)財産 。収入に関す る項 目 (6)心身等に関する項目

1

2

3

4
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

収入状況

財産状況

納税額等

取引状況

公的扶助の受給

各種貸付金

住居の間取 り。図面

金融機関名

日座番号

☆収集の目的 1

2

3

4
5

6

7

8
9

10

11

12

13

14

15

健康状況

病歴

障がいの状況

容姿

☆収集の目的



22町 地障第 2029号
2022年 11月  2日

町田市情報公開 。個人情報イ呆護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町 田 市 長

石  阪 丈

個人情報保護条例の規定に基づく諮問について

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ
しくお願いいたします。

記

「,い身障害者医療費助成」、「4い身障害者福祉手当」業務における個人情報業務登録票
の変更及び目的外利用、コンピユータ処理等について

‐※変更の理由

番号連携により情報を収集するため

「～二_____」 と革追カロ

添付書類     :
・個人情報業務登録票
・個人情報目的外利痢盗録票
・個人情報コンピュータ処理等登録票

B2564
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名  地域福祉部障がい福祉課

業務の名称

心身障害者医療費助成
管理責任者  地域福祉部障がい福祉課長

垂と,設年月 日
    ウI二;i;li:    ::!夕 ::i2  2〔 !!:iii】 :蓼套

収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法  ■ 本人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 死亡又は資格喪失後5年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

心身障がい者に対 し、医療費の一部を助成

し、もつて心身障がい者の保健の向上に寄与

するとともに、心身障がい者の福祉の増進を

図る。

業務の目的 各ヽ課共通 番号連携

謝務部市民税課 市・都民税賦課

市民部市民課
文び各市民センター 陛民基本台帳

地域福祉部福祉総務課 或年後見制度利用支援事業

1也 域福祉部生活援護課 生活保護
対象となる個人の範囲

①身体障害者手帳 1, 2級 (内 部障が
い者は 3級 まで)所持者

②愛の手帳 1, 2度 所持者

⑥医療保険加入者 (医療給付を lo割
受けられる者、被生活保護者、一定
の施設入所者を除く)

④①、②の同一世帯員、相続人

⑤交通事故等の加害者および損害保険
加入者

⑥①②③④⑤に係る成年後見人 “保佐
人・補助人

⑦⑥が法人の場合、その代理人

地域福祉部障がい福祉課 g8:摯学せ葺:勇Fち』魯魯所落存
いきいき生活部保険年金課 目§暮冨6台奮撞熔存β

格
|

子ども生活部子 ども総務課 訣警暑憂晏尾塾嘗攘冨勃隈
高校生等医療費助成

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

本人等への明示の方法

口頭、文書
機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

F土会保険事務所、:健康保険組

合、共済組合

彼保険者資格、保険医療給付、健康保険

求償

記録の保管方法

③ 文書、電子媒体

② キャビネ ット及び保管庫に保管
医療機関

l呆 険適用分診療の有無・病院、診療所の

別、院内処方、院外処方の別

東京都福祉保健局保健政策部

医療助成課
受給資格の確認、保険給付、保険求償

保管上の留意点

キャビネ ット及び保管庫に施錠 シ ス ム
lttl人番号を含む本人確認情報

備 考

本人等以外か らの収集の際の通知は省

略とします。
マイナンバー法 :行政手続における特定の

lttl人 を識別 す るた めの番号の利 用等 に F美弓す

本人等以外収集の根拠

■法令  □緊急  □公知  ■その他

紺象者の利便を図るため。

受給状況の確認、調整 をす るため。
マイナンバー法第14条第2項に基づき住民基本台帳ネットワークで個

る法律 (平成 15年法律第 27号 )



(第 1号様式 2)

業務の名称 心身障害者医療費助成 部 課 名 地域福祉部障がい福祉課

報

個

人

情

記

　

　

　

録

の

項

目

(1)基本的項 目 (2)思想・信条等に関する項目

③ 氏名

蝉
③ 住所
④ 性別

③ 生年月日

③ 電話番号
7本籍
③ 国籍
③ 世帯主との続柄

⑩ 親族関係
11家庭環境等
⑫ 住民異動年月日

③ 異動事由

⑭ 死亡

⑮ 成年後見
④ 住民記録システム注責情報

☆収集の目的 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項目 (4)成績・資格等に関する項目

D職業・職歴
2地位
3学歴
4各種団体加入
5賞罰

③ 加入健康保険

Э 取得医療証

Э 利用施設名

① 自立支援給付

③ 力日入介護保険
11

12

13

14

15

☆収集の目的
'資格要件・給付要件
の確認

1学業成績
2勤務成績
3各種試験成績

④ 各種資格
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

④は、成年後見の送付

先
!登

録時の資格確認の

ため収集

(5)財産 。収入に関する項目 (6)心身等に関する項目

Э 収入状況
2財産状況

Э 納税額等
4取引状況

③ 公的扶助の受給
6各種貸付金
7住居の間取り。図面

③ 金融機関名

② 口座番号

③ 自動車名     _
③ カロ入保険   、

② 保険給付   _
③ 支給金額

⑭ 年金の受給

⑮ 手当の受給

☆収集の目的

資格要件・給付要件
の確認

⑮は成年後見の送付

先登録の該当課確認の

ため収集

④
②

Э

④
Э
③

⑦
③
9

10

11

12

13

14

15

健康状況

病歴

障がいの状況

容姿 (写真)

病名

医療機関名

薬局名

事故 (怪我)の状況

☆収集の目的

資格要件・給付要件の

確認

④は、成年後見の送付

先登録時の資格確認 の

ため収集



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 各課共通

業務の名称

番号連携

管理責任者 各課長

登録年月 日

利用・提供の期間

通年区 分   ■ヽ目的外利用   □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

地域福祉部障がい福祉課

利用・提供の方法

1閲 覧

2文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等

(業務システム、中間サーバ)

4その他

業務の名称

心身障害者医療費助成

利用 。提供の条件

利用目的外の利用を禁止する。

番号法に遵守する。

管理責任者

地域福祉都障がい福祉課長

利用・提供の目的又は理由

情報提供ネットワークシステムにより取得した特定個人情報を個人番号利用事務で利用するため。

利用・提供の法令等の根拠
マイナンバー法第 19条第 7号及び第 8号

利用・提供に係る個人情報の項 目 12 24

1 個人番号 13 25

2

3

4

5

6

7

8

9

加入健康保険 14 26

自立支援給付 15 27

納税額等 16 28

公的扶助の受給 17 29

障がいの状況 18 30

医療給付 19 31

その他番号法に規定する項目  20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略とします。



(第 5号様式)       ´

個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

都 課 名 市民都市民課及び各市民センター

業務の名称

住民基本台帳

管理責任者 市民都市民課長及び各市民センター長

登録年月 日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

不I〕

用

提

供

先

名 称

地域福祉部障がい福祉課

利用・提供の方法

① 閲 覧

2文書による通知、複写

③ コンピュニタ処理等 (業務システム)

4そ の他

業務の名称

心身障害者医療費助成

利用 ,提供の条件

利用目的以外の使用を禁止管理責任者

地域福祉都障がい福祉課長

利用・提供の目的又は理由

資格要件である市内在住を確認するためざまた、個人番号利用事務の実施にあたり、本人が通知カー ドやマイ
ナンバーカー ドを所持せず個人番号が不明の場合、又は個人番号の真正性に疑義がある場合に、対象者の個人番

号を確認するため。

利用・提供の法令等の根拠

な し

利用 。提供に係る個人情報の頂自 12 24

1 氏名 13 25

2 個人番号 14 26

3

4

5

6

7

8

9

住所 15 27

性月町 16 28

生年月 日 17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等から同意をとります。



(第 6号様式)

個人情報コンピュ下夕処理等登録票 部 課 名 地域福祉部障がい福祉課

業務の名称

心身障害者医療費助成
管理責任者 地域福祉部障がい福祉課長

登録年月 日

システムの名称

住民記録システム (住民基本台帳ネットワークシステムを含む)

コンピュータ処理等の目的                       ′

個人番号利用事務の実施にあたり、本人が通知カー ドやマイナンバーカー ドを所持せず個人番号が不明の場合、

又は個人番号の真正性に疑義がある場合に、対象者の個人番号を含む本人確認情報をシスケムを用いて検索する。

コンピュータ処理等の条件
・オンラインによる画面検索のみ。
・ ID・ パスワー ドにより操作者を限定する。
・スクリーンセイバーを使用する。

コンピュ=夕 処理等をする

個人情報の項目

1氏 名

12 24

13 25

２

３

４

５

６

個人番号 14 26

住  所 15 27

性 丹可 16 28

生年月 日 17 29

18 30

7 19 31

８

　

　

９

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

町田市以外の住民に関しては、住民基本台帳ネ ットワークシステムを利用 します。



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 地域福祉部障がい福祉課

業務の墓称

心身障害者福祉手当
管理責任者 地域福祉都障がい福祉口果長

1989.10.1  1998.2,9  1999.10,18

登録年月 日 2002.3.11 2010,9,13 2012,3,12
2014.10.20変 更

収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法  日 本人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期  資格喪失後 5年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的
心身障害者福祉手当を支給することによ

り心身に障がいを有する者の福社の増進を
図る。

各課共通 攀

謝務部市民税口果 市・都民税賦 R果

市民
ンタ

都市民課及び各市民セ
l主 民基本台帳

地域福祉部福祉総務課 生成年後見制度利用支援事業

地域福祉部生活援護課 生活保護

と也域福祉部障がい福祉課

身体障がい児・者記録管理

知的障がい児・者記録管理

身体障がい者施設入所措置

知的障がい者施設入所措置
障害福祉サエビス・障害児通所給付

対象となる個人の範囲 
′

1.心身障害者福祉手当の申請者
2.心身障害者福祉手当の受給者及び同居

の親族

3.1, 2に 係る成年後見人・保佐人・補助人
4,3が 法人の場合、その代理人

いきいき生活部高齢者福祉

裸
高齢者施設措置

いきいき生活都介護保険課 介護保険給付管理

子ども生活部子ども総務課 児童育成手当

都市づくり部土地利用調整課 住居表示

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

各区市町村 受給資格及び受給状況

本人等への明示の方法

1.口 頭にて説明す る

2.申 請書に記載す る

ス
lttl人番号を含む本人確認情報

記録の保管方法  |
1.文書、電子媒体

2.キャビネットに保管

保管上の留意点
キャビネットに施錠

備 考

本人等以外か らの収集 の際の通知は省

略とします。
マインバー法 :行政手続における特定の個人

本人等以外収集の根拠

■法令  □緊急  □公知  ■その他

手当の受給状況を確認するため。
マイナンバー法第14条第2項 に基づき住民基本台帳ネ ッ トワークで

を識別す るための番号の利用等 に関す る法



(第 1号様式 2)

業務の名称 心身障害者福祉手当 部 課 名 地域福祉部障がい福祉課

個

人

情

報

記

　

　

　

録

の

項

目

◆ 基本的項 目 ◆ 思想・信条等に関する項 目

Э 氏名

2個人番号
Э 住所
④ 性男J

Э 生年月日

③ 電話番号
7本籍
8国籍
② 世帯主との続柄
③ 親族関係
11家庭環境等
② 住民異動年月日

Э 異動事由

Э 死亡

③ 成年後見
③ 住民記録システム注意情報

☆収集の目的 1

2

3

4
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

☆収集の目的

◆ 社会的地位等に関する項目 ◆ ,成績・資格等に関する項目

1職業・職歴
2地位
3学歴
4各種団体力日入
5賞罰

③ 不可用施設名

Э 取得医療証

③ 力日入健康保険

② 力日入介護保険

③ 自立支援給付
11

12

13

14

15

☆収集の目的

③⑨は、成年後見の送

付先登録の該当課確認
のため収集

1

2

3

④
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

学業成績

勤務成績

各種試験成績

各種資格

☆収集の目的

④は、成年後見の送付先

登録時の資格確認のた

め収集

◆ 財産・収入に関す る項 目 ◆ 心身等に関する項目

0収入状況
2財産状況

③ 納税額等
4取引状況

③ 公的扶助の受給
6各種貸付金

7住居の間取り・図面

③ 金融機関名

③ 口座番号

③ 手当の受給

Э 支給金額 (助成の事実)

12

13

14

15

☆収集の目的

9は、成年後見の送付

先登録の該当課確認の

ため収集

Э 健康状況
2病歴

Э 障がいの状況

Э
Э
6

7

8
9

10

11

12

13

14

15

容姿 (写真)

病名

☆収集の目的

④は、成年後見の送付先
登録時の資格確認のた

め収集



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 各課共通

業務の名称

番号連携

管理責任者 各課長

登録年月 日

利用・提供の期間

通年区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

地域福祉部障がい福祉課

利用・提供の方法

1閲 覧
2文書による通知、複写

③ コンピュニタ処理等

(業務システム、中間サーバ)

4その他

業務の名称
心身障害者福祉手当

利用 ,提供の条件

利用目的外の利用を禁止する。

番号法に準拠する。

管理責任者

地域福祉部障がい福祉課長

利用・提供の目的又は理由

情報提供ネットワークシステムにより取得 した特定個人情報を個人番号利用事務で利用するため。

利用 。提供の法令等の根拠
やインバー法第 19条第 7号及び第 8号

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 個人番号 13 25

2 納税額等 14 26

8

4

5

6

7

8

9

障がいの状況 15 27

16 28

17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知 。同意は省略とします。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 口果 名 市民都市民課及び各市民センター

業務の名称

住民基本台帳

管理賣任者 市民都市民課長及び各市民センター長

登録年月日

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

地域福祉部障がい福祉課

利用・提供の方法

① 閲 覧     ,
2文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (業務システム)

4その他

業務の名称

心身障害者福祉手当

利用・提供の条件

利用目的以外の使用を禁止管理責任者

地域福祉部障がい福祉口果長

利用・提供の目的又は理由

資格要件である市内在住を確認するため。また、個人番号利用事務の実施にあた り、本人が通知カー ドやマイ

ナンバーカー ドを所持せず個人番号が不明の場合、又は個人番号の真正性に疑義がある場合に、対象者の個人番

号を確認するため。.

利用・提供の法令等の根拠

な し

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 個人番号 14 26

3

4

5

6

7

8

9

住 所 15 27

性男可 16 28

生年月 日 17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23) 35

備 考

目的外利用の際、本人等から同意をとります。



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 地域福祉部障がい福祉口果

業務の名称

心身障害者福祉手当 管理責任者 地域福祉部障がい福祉課長

登録年月 日

システムの名称

住民記録システム (住民基本台帳ネットワークシステムを含む)

ヨンピュ■夕処理等の目的

個人番号利用事務の実施にあたり、本人が通知カー ドやマイナンバーカー ドを所持せず個人番号が不明の場合、
又は個人番号の真正性に疑義がある場合に、対象者の個人番号を含む本人確認情報をシステムを用いて検紫する。

コンピユータ処理等の条件
・オンラインによる画面検索のみ。
・ 【D・ パスワー ドにより操作者を限定する。
・スクリーンセイバーを使用する。

コンピユータ処理等をする

個人情報の項目

1氏 名

12 24

13 25

２

３

４

５

６

７

８

９

個人番号 14 26

住  所 15 27

性 男可 16 28

生年月 日 17 29

18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

町田市以外の住民に関しては、住民基本台帳ネットワークシステムを利用します。



 

（第１号様式１） 

個人情報業務登録票 部 課 名  地域福祉部障がい福祉課 

 業務の名称 

 心身障害者医療費助成 
管理責任者  地域福祉部障がい福祉課長 

登録年月日 
 1989.10.1  2002.9.9  2003.3.10 

2010.9.13  2012.3.12 2014.10.20変更 

収 集 の 時 期 ■ 定期  ■ 随時 収集の方法    ■ 本人等   ■ 本人等以外   ■ 目的外利用 

記録廃棄の時期 死亡又は資格喪失後5年 ◆ 他の業務からの収集（目的外利用） 

業務廃止の時期  部  課  名 業 務 の 名 称 

 業務の目的 

 

心身障がい者に対し、医療費の一部を助成

し、もって心身障がい者の保健の向上に寄与

するとともに、心身障がい者の福祉の増進を

図る。 

各課共通 番号連携 

財務部市民税課 市・都民税賦課 

市民部市民課 
及び各市民センター 住民基本台帳 

地域福祉部福祉総務課 成年後見制度利用支援事業 

地域福祉部生活援護課 生活保護 
対象となる個人の範囲 

① 身体障害者手帳１，２級（内部障が 

い者は３級まで）所持者 

 ② 愛の手帳１，２度所持者 

 ③ 精神障害者保健福祉手帳１級所持者 

③④ 医療保険加入者（医療給付を１０ 

割受けられる者、被生活保護者、一定 

の施設入所者を除く） 

④⑤ ①、②、③の同一世帯員、相続人 

 ⑤⑥ 交通事故等の加害者および損害保   

  険加入者 

 ⑥⑦ ①②③④⑤⑥に係る成年後見人・ 

保佐人・補助人 

⑦⑧ ⑥⑦が法人の場合、その代理人 

地域福祉部障がい福祉課 

身体障がい児・者記録管理 
知的障がい児・者記録管理 
精神障害者保健福祉手帳 
身体障がい者施設入所措置 
知的障がい者施設入所措置 
障害福祉サービス・障害児通所給付 

いきいき生活部保険年金課 

国民健康保険被保険者資格、 
国民健康保険医療給付、 
国民健康保険求償 
後期高齢者医療 

子ども生活部子ども総務課 

乳幼児医療費助成、 
義務教育就学児医療費助成 
ひとり親家庭等医療費助成 
高校生等医療費助成 

  

◆ 他機関等からの収集（本人等以外収集） 

 本人等への明示の方法 

 口頭、文書 
機 関 名 等 業務の名称又は収集内容 

社会保険事務所、健康保険組

合、共済組合 

被保険者資格、保険医療給付、健康保険

求償 

 記録の保管方法 

① 文書、電子媒体 

② キャビネット及び保管庫に保管 
医療機関 

保険適用分診療の有無・病院、診療所の

別、院内処方、院外処方の別 

東京都福祉保健局保健政策部

医療助成課 
受給資格の確認、保険給付、保険求償 

 保管上の留意点 

 キャビネット及び保管庫に施錠 

市区町村（地方公共団体情報

システム機構経由） 
個人番号を含む本人確認情報 

  

 備 考 

 本人等以外からの収集の際の通知は省

略とします。 

マイナンバー法：行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成１５年法律第２７号） 

 本人等以外収集の根拠 

  ■法令  □緊急  □公知  ■その他 

対象者の利便を図るため。 

受給状況の確認、調整をするため。 

マイナンバー法第14条第2項に基づき住民基本台帳ネットワークで個

人番号を含む本人確認情報を確認するため 
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（第５号様式） 

個 人 情 報 

目的外利用・外部提供登録票 

部 課 名 地域福祉部障がい福祉課 

管理責任者 地域福祉部障がい福祉課長 
 業務の名称 

 

 精神障害者保健福祉手帳 登録年月日   

 利用・提供の期間 

   随時 区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供 

利 

用
・
提 

供 

先 

 名 称 

地域福祉部障がい福祉課 

 利用・提供の方法 

   ① 閲 覧 

   ２ 文書による通知、複写 

   ③ コンピュ－タ処理等（業務システム） 

   ４ その他 
 業務の名称 

心身障害者医療費助成 

 

 
 利用・提供の条件 

 利用目的以外の使用を禁止  管理責任者 

地域福祉部障がい福祉課長 

 利用・提供の目的又は理由 

 受給資格の要件を確認するため。 

 利用・提供の法令等の根拠 

 なし 

利用・提供に係る個人情報の項目 １２  ２４   

１ 氏名 １３  ２５   

２ 住所 １４  ２６   

３ 性別 １５  ２７   

４ 生年月日 １６  ２８   

５ 障がいの状況 １７  ２９   

６  １８  ３０   

７  １９  ３１   

８  ２０  ３２   

９  ２１  ３３   

１０  ２２  ３４   

１１  ２３  ３５   

       
 備 考 

  目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略とします。 
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22町地障第 2028号
2022年 11月  2日

町田市情報公開・個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町 田 市 長

石  阪  丈

情報公開 `個人情報イ呆護運営審議会条例の規定に基づく諮問について

町田市情報公開・個人情報保護運営審議会条例第 2条第 2項の規定に基づき、下記のこ
とを諮問いたしますのでご審議のほどよろしくお願いいたします。,

記

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定に基
づく特定個人情報保護評価 (「〕い身障害者医療費助成事務」及び「Jb身障害者福祉手当事
務」)について

添付書類      イ ‐    ―
。「,い身障害者医療費助成事務」特定個人情報保護評価書 (基礎項目評価書)

。「υい身障害者福祉手当事務」特定個人情報保護評価書 (基礎項目評価書)

B2564
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特定個人情報保護評価書 (基礎項目評価書 )

町田市 心身障害者医療費助成事務 基礎項目評価書
(案 )

評価書番号  評価書名

町田,市は心身障害者医療費助成事務における特定個人情報ファイルの取
扱いにあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の
権利利益に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を講じ、もつ
て個人のプライバシニ等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言す
ると                           、

町田市個人情報保護条例
第可条 この条例は、市民が自己に関する個人情報の主体であることにかんがみ、市民の自己に関
する個人情報の開示、訂正、利用の中止等を求める権利を保障するとともに、個人情報の適正な取
扱いを確保することにより個人情報を保護し、もつて市民の基本的人権の擁護と、市民の信頼に裏
付けられた人間尊車の市政を実現することを目的とする。

町田市情報セキュリティポリシー
1 目的
町田市情報セキュリティポリシ=は、様々な脅威に対する抑止、防止、検知及び回復について、組
織的かつ体系的に取り組むための統一的な方針であり、情報セキュリティを実践するに当たつての
基本的な考え方及び方策を定めることによって、市が保有する情報資産の機密性、完全性及び可
用性を維持し、市民からの継続的な信頼を獲得することを目的とする。

個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

町田市長

評価実施機関名

公表日

[平成31年 1月 様式2]



I 関連情報

①事務の名称

町田市は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(以下「番号
法」という。)」 及び「町田市個人番号及び特定個人情報の利用等に関する条例」の規定に基づき以下の
事務について特定個人情報を取り扱う。                      、

①受給者証の交付の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申詰に対する応答に
関する事務

の助成の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対ずる応答に関

しくは氏名の変更の庭出又は所得状況に係る届出の受理、その届出に係る事実についての審
の届出に対する応答に関する事務
担金減免相当額の助成の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に

対する応答に関する事務

査又はそ

する事務
費

H福祉システム
・宛名システム兼連携システム
・中間サーバー

法令上の根拠
・番号法第9条第2項
H町田市個人番号及び特定個人情報の利用等に関する条例 男1表第1第9の項

①実施の有無 する[  実施する  ] 1)

2)

②法令上の根拠 番号法第19条第9号

町田市個人番号及び特定個人情報の利用等に関する条例 別表第1第9の項

①部署 :

②所属長の役職名

郵便番号19牛8520東 京都町田市森野2-2-22
担当課 :総務部 市政情報課   '
電話 :042-724-3407
FAX:050-3085-3142

郵便番号19牛8520東京都町田市森野2-2=22
担当課 :地域福祉部 障がい福祉課
目]言舌:042-724-2148
FAX:050-3101-1653

1.特定個人情報ファイルを取り扱う事務

2,特定個人情報ファイル名

4.情報提供ネットワークシステムによる情報連携

5.評価実施機関における担当部署

6。 他の評価実施機関

3.個人番号の利用

7.特定個人情報のF冴号示・訂正“利用停止請求

8.特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ



Ⅱ しきい値判断項目

Ⅲ しきい値判断結果

Ⅳ リスク対策

[ 1,000人以上1万人未満 ]
1)1 未満 (任意実施 )

3) 1万人以上10万 人未満
10万人以上30万人未満

2)1,000人 以上1万人未満

30

いつ時点の計数か 令和4年 9月 1日 時点

<選択肢>
1)500人以上  2)500人未満

[   500人未満   ]特定個人情報ファイル取扱者数は500人以上か

いつ時点の計数か 令和4年 9月 1日 時点

過去1年以内に、評価実施機関において特定個人
こ関する重大事故が発生したか

<選択肢>
1)発生あり 2)発生なし

発生なし   ]

1.対象人数

2.取扱者数

3.重大事故

基礎項目評価の実施が義務付けられる

しきい値判断結果

2)又は3)を選択した評価実施機関については、それぞれ重点項目評価書又は全項目評価書において、リスク対策の詳細が記載
されている。

1)

] 2)

3)

基礎項目評価書
目評価書
目評価書及び重点項目評価書
目評価書及び全項目評価書

目的外の入手が行われるリス
クヘの対策は十分か

十分である
こ力 入れている

目的を超えた紐付け、事務に
必要のない情報との紐付けが
行われるリスクヘの対策は十
分か

に力を入れている
分である
題が残されている

十分である.

権限のない者 (元職員|アク
セス権限のない職員等)によつ
て不正に使用されるリスクヘ

の対策は十分か

委託先における不正な使用
等のリスクヘの対策は十分か

1) に力を入れている十分である

1.提出する特定個人情報保護評価書の種類

2.特定個人情報の入手 (情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。)

3.特定個人情報の使用

4.特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ]委託しない



不正な提供・移転が行われる
リスクヘの対策は十分か

を入れている
ある

十分である
1) に

2)十分で

目的外の入手が行われるリス
クヘの対策は十分か

不正な提供が行われるリスク
ヘの対策は十分か

特定個人情報の漏えいと減
失・毀損リスクヘの対策は十
分か

1) 入れている十分である

[O]自 己点検 [O]内 部監査 [○ ]外部監査

従業者に対する教育・啓発

5特定個人情報の提供・移転 (委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。)

6.情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ]接続しない(入手)[ ]接 続しない(提供 )

[ ]提供・移転しない

7.特定個人情報の保管・消去

9.従業者に対する教育・啓発

8.監査



変更箇所
変更日 項 目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期   提出時期に係る説明



特定個人情報保護評価書 (基礎項目評価書 )

町田市 心身障害者福祉手当事務 基礎項目評価書
(案 )

評価書番号  評価書名

町田市は心身障害者福祉手当事務における特定個人情報ファイルの取扱
いにあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権
利利益に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を講じ、もつて
個人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言す
る。

特記事項

町田市個人情報保護条例
第1条 この条例は、市民が自己に関する個人情報の主体であることにかんがみ、市民の自己に関
する個人情報の開示、訂正、利用の中止等を求める権利を保障するとともに、個人情報の適正な取
扱いを確保することにより個人情報を保護し、もって市民の基本的人権の擁護と、市民の信頼に裏
付けられた人間尊重の市政を実現することを目的とする。

町田市情報セキュリティポリシー
1 目的
町田市情報セキュリティポリシーは、様々な脅威に対する抑止、防止、検知及び回復について、組
織的かつ体系的に取り組むための統一的な方針であり、情報セキュリティを実践するに当たっての
基本的な考え方及び方策を定めることによって、市が保有する情報資産の機密性、完全性及び可
用性を維持し、市民からの継続的な信頼を獲得することを目的とする。

個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

町田市長

評価実施機関名

公表日

[平成31年 1月 様式2]



I 関連情報

①事務の名称

町田市は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号Q利用等に関する法律 (以下「番号
いう。)」 及び「町田市個人番号及び特定個人情報の利用等に関する条例」の規定に基づき以下の
こついて特定個人情報を取り扱う。

給資格の認定の申請の受理、その申請に係る事実にういての審査又はその申請に対する応答に
関する事務
②住所若しくは氏名の変更の届出、又は所得状況及び障害状況に係る届出の受理、その届出に係る事
実についての審査又はその届出に対する応答に関する事務

法」と

・福祉システム
・宛名システム兼連携システム
・中間サrバー

法令上の根拠
H番号法第9条第2項
・町恒市個人番号及び特定個人情報の利用等に関ずる条例 月1表第1第 10の 項

①実施の有無 [  実施する  ]
しない

る1)

2)

②法令上の根拠 番号法第19条第9号

町田市個人番号及び特定個人情報の利用等に関する条例 月1表第1第 10の 項

①部署

②所属長の役職名

郵便番号 194-8520東京都町田市森野2-2-22
担当課 :総務部 市政情報課
電話 :042-724-8407
FAX:050i3085-3142                    `

連絡先

1.特定個人情報ファイルを取り扱う事務

2.特定個人情報ファイル名

4.情報提供ネットワークシステムによる情報連携

5.評価実施機関における担当部署

6.他の評価実施機関

3.個人番号の利用

7.特定個人情報の開示 L訂正口利用停止請求

8.特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ



Ⅱ しきい値判断項目

1)

2)

3)
[ 1,000人以上 1万 人未満 ]

4

(任意実施 )

万ヽ人未満

<選択肢>
1)500人以上  2)500人未満

[   500人未満   ]特定個人情報ファイル取扱者数は500人以上か

いつ時点の計数か 令和4年 9月 1日 時点

過去1年以内に、評価実施機関において特定個人
情報に関する重大事故が発生したか

<選択肢>
1)発生あり 2)発生なし

[   発生なし   ]

帯 対象人数

2.取扱者数

3.重大事故



Ⅲ しきい値判断結

Ⅳ リスク対策

基礎項目評価の実施が義務付けられる

しきい値判断結果

2)又は3)を選択した評価実施機関については、それぞれ重点項目評価書又は全項目評価書において、リスク対策の詳細が記載
されている。

項目評価書
目評価書

基礎項目評価書
3)基礎項目評価書及び全項

1)

2)

目評価書
目評価書及び重点

目的外の入手が行われるリス
への対策は十分か

入れている十分である
十

1)

2)

、事務に
必要のない情報との紐付けが
行われるリスクヘの対策は十
分か

目的を
1)

2)

3)

十分である して るヽ

して るヽ課

権限のない者 (元職員、アク
セス権限のない職員等)によっ
て不正に使用されるリスクヘ

の対策は十分か

力を入れている
である
が残されている

1)

2)十分
3)課題

十分である に
[

委託先における不正な使用
のリスクヘの対策は十分か

不正な提供・移転が行われる
リスクヘの対策は十分か

こ力を入れている十分である ]
1)

2)

目的外の入手が行われるリ
クヘの対策は十分か 十分である

十

1)

2)

入れている
る

不正な提供が行われるリスク
ヘの対策は十分か

1)
[ 十分である

こ力 入れている

特定個人情報の漏えい・滅

分 か

・毀損リスクヘの対策は十 に力を入れている十分である 1)

2)

実施の有無 [O]自 己点検 [O]内 部監査 [O]外 部監査

従業者に対する教育・啓発 1) ている[   十分に行つている   ] 力 入れて
て し

1.提出する特定個人情報保護評価書の種類

2.特定個人情報の入手 (情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。)

3.特定個入情報の使用

4.特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ]委託しない

5特 定個人情報の提供と移転 (委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。) [ ]提供口移転しない

6.情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ]接続しない(入手)[ ]接 続しない (提供)

7.特定個人情報の保管日消去

8.監査

9.従業者に対する教育・啓発



変更箇所
変更日 項 目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期   提出時期に係る説明



22町 地生第 251号
2022年 10月 28日

町田市情報公開 。個人情報保護

運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町 田 市 長

石  阪  丈

個人情報保護条例の規定に基づく諮問について

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますので、ご審議のほどよ

ろしくお願いいたしますど   、

記

「住民税非課税世帯等臨時特別給付金」業務における個人情報業務登録票(個人情報
目的外利用登録票、個人情報コンピユータ処理等登録票、個人情報外部委託等登録票
の変更及び外部提供にういて一

※変更の理由

非課税世帯等を対象に支給する給付金に、 F価格高騰緊急支援給付金」が追加となっ

たため。
「___二____」 イま肖1除、 「      」

`ま

追力日

添付書類
・ 個人情報業務登録票
・ 個人情報目的外利用登録票
・ 個人情報外部提供登録票
。個人情報コンピュ■夕処理等登録票
・ 個人情報外部委託等登録票

B2564
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名  地域福祉部生活援護課

業務の名称

住民税非課税世帯等臨時特別給付金
管理責任者  地域福祉部生活援護課長

登録年月 日 2022.2.14 2022.7.11変 更

収 集 の 時 期  □ 定期  ■ 随時 収集の方法  日 本人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期  5年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用 )

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的 !

新型 コロナ ウイルス感染症の影響を受
いる住民税非課税世帯等に対 し、臨時特〃

金を支給する。

よ の ヤ

各 R果 共通 番号連携

市民都市民課及び

各市民センタエ 住民基本台帳

財務部市民税課 市 ,都民税賦課

地域福祉部福祉総務課 成年後見制度利用支援

地域福祉部障がい福祉課 障がい者虐待防止事業

いきいき生活部

高齢者福祉課
高齢者虐待対応

対象となる個人の範囲

④ 住民税均等割が非課税で、次に該当しな
いもの    イ

・住民税 (均等割)が課税されている

ものの扶養親族等  ,
9① 以外で新型コロナウイルス感染症の影

響を受tザ て家計が急変したもの

Э ①以外で価格高騰の影響を受けて家計が

急変したもの

Э④ ①のうち、DV被害者等で市内に住民

票を移していないが居住しているもの

⊂4)⑤ ①のうち、虐待等による措置等を受け
て市内の入所施設等に住民票を移 して
いないが居住している児童等

子 ども生活部

子 ども家庭支援セ ンター
町田市子育て支援ネ ッ トワーク、

婦人相談

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

各都道府県・各市区町村 児童福社施設入所等児童等リスト

本人等への明示の方法

口頭 。文書

市区町村 (地方公共団体

情報システム機構経由)

個人番号を含む本人確認情報

各市区町村
住民税非課税世帯等臨時特別給付金・

イ両ホ各高鷹 籍墾逸雛澄 金

記録の保管方法

① 文書く電子媒体

② キャビネットに格納

保管上の留意点
キャビネットに施錠

備 考

本人等以外から収集の際、通知は省略とし

ます。

本人等以外収集の根拠  、

日法令  □緊急  □公知  ■その他

:暴力等を理由に世帯主と生計を別にしているものの情報を得るため
・申請者の利便のため

・番号法第 14条第2項に基づき住民基本台帳ネ ットワークで個人番号

を含む本人確認情報を確認するため。



(第 可号様式 2)

住民税非課税世帯等

業務の名称 臨時特別給付金 部 課 名 地域福祉部生活援護課

個

人

　

　

　

情

報
　
　
　
記
　
　
　
録

の

項

目

(1)基本的項 目 (2)思想・信条等に関する項目

① 氏名

② 個人番号
③ 住所
④ 性別

⑤ 生年月日

⑥ 電話番号
7本籍
③ 国籍
⑨ 世帯主との続柄

⑩ 親族関係

③ 家庭環境等
⑫ 住民異動年月日

③ 異動事由

⑭ 死亡

③ 成年後見

④ 在留資格

⑦ 住民記録システム

注意情報

☆収集の目的

③はDV情報含む

③は代理申請の可否を

判断するため

1

2

3

4
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

1支持政党

宗教
1趣味・嗜好

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項目 (4)成績・資格等に関する項目

①

2

3

4
5

⑥
⑦

③
③
10

11

12

13

14

15

職業

地位

学歴

各種団体加入

賞罰

利用施設名

加入健康保険

加入介護保険

加入年金

☆収集の目的

⑦～③は申請時に本人

確認のため収集

1

2

3

④

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

学業成績

勤務成績

各種試験成績

各種資格

☆収集の目的

④は申請時に本人確認
のため収集

(5)財産・収入に関す る項 目 (6)心 身等に関する項目

① 収入状況
2財産状況

③ 納税額等
4取引状況

|

⑤ 公的扶助の受給
6各種貸付金
7住居の間取り。図面

③ 金融機関名

⑨ 白座番号

⑩ 支給金額    ,
11

121

13

14

15

☆収集の目的 1健康状況

2病歴

3障がいの状況

④ 容姿 (写真 )

5

6

7

8

9

10

11

12

13  -

14

15

☆収集の目的

④は申請時に本人確認
のため収集



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 地域福祉部生活援護課

業務の名称

住民税非課税世帯等臨時特別給付金

管理責任者 地域福祉部生活援護課長

登録年月 日 2022.2.14

利用・提供の期間

随時区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

禾ll

用

提

供

先

妬 称 利用・提供の方法

① 閲 覧
② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

④ その他 (口 頭)

業務の名称

市税徴収 (滞納整理)

利用・提供の条件

利用目的以外の利用はしない管理責任者

財務部納税課長

利用・提供の目的又は理由

住民税非課税世帯等臨時特別給付金        支援給付金の支給状況を把握 し、市税滞納者に対処する
ため。

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 住所 14 26

8

4

5

性男け 15、 27

生年月 日 16 28

電話番号 17 29

6世 帯主との続柄 18 30

7 金融機関名 19 31

8

9

口座番号 20 82

支給金額 21 33

10 22 34

11 28 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略とします。



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 地域福祉部生活援護課

管理責任者 地域福祉部生活援護課長

登録年月 日 2022.2.14

業務の名称

住民税非課税世帯等臨時特別給付金

区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

利用・提供の期間

随時

利用・提供の方法

① 閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

④ その他 (口 頭)国民健康保険税徴収 (滞納)

業務 称

名 称
,

財務部納税課
利

用

・
提

供

先 管理責任者

財務部納税課長

利用・提供の条件

利用目的以外の利用はしない

利用・提供の目的又は理由       |
住民税非課税世帯等臨時特別給付金及び価格高騰緊急支援給付金の支給状況を把握 し、市税滞納者に対処する

ため。

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用 。提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

２

３

４

５

６

７

８

９

住所 14 26

性男可 15 27

生年月 日 16 28

電話番号 17 29

世帯主との続柄 18 30

金融機関名 19 31

口座番号 20 32

支給金額 21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略とします。



(第 5号様式)

個 人 情 、報

目的外利用・外部提供登録票
部 課 名 地域福祉部生活援護課

管理責任者 地域福祉部生活援護課長

登録年月 日 2022.2.14

業務の名称

住民税非課税世帯等臨時鶴別給付金

区 分   ■! 目的外利用   □ 外部提供

利用・提供の期間

随時

名 称

財務部納税課

利用・提供の方法

① 閲 覧

② 文書による通知、複写

③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

④ その他 (口 頭)

業務の名称

市債権徴収一元化

利

用

・
提

供

先 管理責任者 _

財務部納税課長

利用・提供の条件

利用 目的以外の利用はしない

利用・提供の目的又は理由

住民税非課税世帯等臨時特別給付金及び価格高騰緊急支援給付金の支給状況を把握 し、市税滞糸内者に対処する
ため。

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用 ,提供に係る個人情報の項 目  12 24

1 氏名 13 25

2 住所 14 26

３

４

５

６

７

８

９

′陛男け 15 27

生年月 日 16 28

電話番号 17 29

世帯主との続柄 18 30

金融機関名 19 31

口座番号 20 32

支給金額 21 38

10 22 34

11 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略とします。



(第 5号様式)

個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 地域福祉部生活援護課

管理責任者 地域福祉部生活援護課長

登録年月 日

業務の名称

住民税非課税世帯等給付金

区 分   □ 目的外利用   ■ 外部提供

利用・提供の期間

随時

名 称

各市区町村

利用・提供の方法

1閲 覧

② 文書による通知、複写

3コ ンピュータ処理等

4その他

業務の名称

緊急支援給付金

利

用

・
提

供

先 管理責任者

各市区町村長

利用・提供の条件

提供 目的以外の利用禁止

利用・提供の目的又は理由

期間中に転出入を行つた対象者について給付金の重複給付をさけるため。

緊急支援給付金の支給対象者を特定す るとともに支給金額を算定す るため。

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係 る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2 生年月 日 14 26

３

４

５

６

７

８

９

住所 15 27

世帯主との続柄 16 28

家庭環境等 17 29

支給金額 18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考

外部提供の際、本人等べの通知 。同意は省略とします。



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 地域福祉部生活援護課

業務の名称

住民税非課税世帯等臨時特別給付金 管理責任者 地域福祉部生活援護課長

登録年月 日 2022.2,14

システムの名称

住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付業務管理システム

コンピュータ処理等の目的

正確で迅速な住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事務及          を行 うため

コンピュータ処理等の条件

・スク リーンセイバーの利用

・ ID・ パスワー ドによ り操作者 を限定す る
。不要な項 目は収集 しない

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目

1 氏名

12在 留資格 24 ＼

13死 亡 125

2 住所 14成 年後見 26

3  卍生丹Ij 15収 入状況 27

４

５

６

７

８

９

生年月 日 16納 税額等 28

電話番号 17公 的扶助の受給 29

国籍 18金 融機関名 30

世帯主との続柄 19口 座番号 31

親族関係 20支 給金額 32

家庭環境等 21 88

10住 民異動年月日 22 34

11異 動事由 23 35

備  考



(第 12号様式)1

個人情報外部委託等登録票
部 課 名 地域福祉部生活援護課

管理責任者 地域福祉部生活援護課長

業務の名称

住民税非課税世帯等臨時特別給付金
登録年月 日 2022.2.14 2022.7,H変 更

委託等の条件 ① 秘密の保持

② 第二者への提供の禁止

③ 指示 目的以外の使用の禁止

④ 事故発生時の報告

⑤ 再委託の禁止

⑥ 複写及び複製の禁止

⑦ 情報の管理方法の指定

① 職員による立入 り調査

9その他

称及び所在地
指

定

管

理

者

委

託

先

又

は

凸版印刷爛 東京都文京区水道 1丁 目3-3

代 表 者

代表取締役

管理責任者 代表取締役

委託等の内容
①臨時特別給付金及び緊急支援給付金申請・支給等に関する電話の

対応               `
②管理システム構築 (改修)・ 運用・保守業務

③対象者データ作成・管理・統括業務

④申請書、支給・不支給決定通知書等の作成 ,印刷・封入・封絨業務等

委託等の理由

短期間に大量のデータ処理を行 うため

委託等の期間
2022年 1月 19日 ～20-30目 2023年 3月 31日

委託等に係る保有個人情報の項 目  12在 留資格 24

1 氏名 13 死亡 25

2 住所 14成 年後見 26

3  J隧生月Ij 15 収入状況 27

4 生年月 日 16 納税額等 28

5 電話番号 17公 的扶助の受給 29

６

７

８

９

国籍 18 金融機関名 30

世帯主との続柄 19 口座番号 31

親族関係 20 支給金額 32

家庭環境等 21 33

10住民異動年月日 22 34

11異 動事由 23 35

の条件⑤に記するように再委託は禁上しているが、委託等の内容のうち①、④及び②のうち管理システ
(改修)の業務、③対象者データ作成の業務に限り再委託を認める。

備 考



22町 地生第 257号
2022年 10月 28日

町田市情報公開 。個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町 田 市 長

石 I阪  丈

情報公開・個人情報保護運営審議会条例の規定に基づく諮問について

町田市情報公開。個本情報保護導営審議会条例第2条第2頂の規定に基づき、下記のこ
とを諮問いたしますのでご審議のほどよろしくお願いいたします。

記

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定に基づ

く特定個人情報保護評価 (価格高騰緊急支援給付金事務)について

添付書類

特定個人情報イ呆護評価書 (基礎項目評価書)

B2564
スタンプ



特定個人情報保護評価書 (基礎項目評価書 )

町田市 価格高騰緊急支援給付金事務 基礎項目評価
書 (案 )

評価書番号  評価書名

町田市は価格高騰緊急支援給付金における特定個人情報ファイルの取扱
いにあたり、特定個人情辛風ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権
利利益に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を請じ、もって
個人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言す
る。

特記事項

町田市個人情報保護条例
第刊条 この条例は、市民が自己に関する個人情報の主体であることにかんがみ、市民の自己に関
する個人情報の開示、訂正、利用の中止などを求める権利を保障するとともに、個人情報の適切な
取扱いを確保することにより個人情報を保護し、もつて市民の基本的人権の擁護と、市民の信頼に
裏付けられた人間尊重の市政を実現することを目的とする。

町田市情報セキュリティポリシー
1 目的
町田市情報セキュリティポリシーは、様々な脅威に対する抑止、防止、検知及び回復について、組織
的かつ体系的に取り組むための統一的な方針であり、情報セキュリティを実践するに当たつての基
本的な考え方及び方策を定めることによって、市が保有する情報資産の機密性、完全性及び可用性
を維持し、市民からの継続的な信頼を獲得することを目的とする。

個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

町田市長

評価実施機関名

公表日

[平成31年 1月 様式2]



I 関連情報

①実施の有無

①事務の名称 価格高騰緊急支援給付金事務

町田市は「公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律」及び

寮 覺蒜鍛亀隆 必3=殿 Ⅷ 竃名建 籟 最解 切
等に

Y鉢
律似 i曙

;渕
)Ⅲ｀

緊急支援給付金                             .
・受給世帯の住民情報、所得情報を照会し、資格確認および事務処理を行う。

・中間サーバー
・団体内統合宛名システム

給付金管理システム

法令上の根拠
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律 第19条
番号法 第9条第1項別表第一の101の 項
番号法 月1表第一の主務省令で定める事務をためる命令 第74条

[  実施する  ] 1)

2)

1特定個人情報ファイルを取り扱う事務

2.特定個人情報ファイル名

4.情報提供ネットワークシステムによる情報連携

3.個人番号の利用



番号法 第19条第8号及び別表第二の121の 項
番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令 第59条の4

①部署 地域福祉部 生活援護課

②所属長の役職名

請求先
担当課 :総務部 市政情報課

目邑言舌:042-724-3407
FAX::050-3085-3142

9牛8520東京都町田市森野2-2-22

郵便番号194-8520東 京都町田市森野2-2-22

担当課 :地域福祉部 生活援護課
目邑言舌:042-724-2134
FAX::050-3101-1651

5評価実施機関における担当部署

6他の評価実施機関

フ.特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

8,特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

Ⅲ しきい値判断項目

1)

2)

3)

4)

[ 1万人以上10万人未満 ] 0万人未満
30万人未満

上人 以
0万 入以上

(任意実施 )

1万人未満

いつ時点の計数か 令和4年 9月 30日 時点

<選択肢>
1)500人 以上 2)500人未満

[   500人 未満   ]特定個人情報ファイル取扱者数は500人 以上か

いつ時点の計数か 令和4年9月 30日 時点

1.対象人数

2取扱者数



過去1年 以内に、評価実施機関において特定個人
情報に関する重大事故が発生したか

<選択肢>
1)発生あり 2)発生なし

[   発生なし   ]

3.重大事故

Ⅲ しきい値判断結果

Ⅳ リスク対策

基礎項目評価の実施が義務付けられる

しきい値判断結果

2)又 は3)を選択した評価実施機関については、それぞれ重点項目評価書又は全項目評価書において、リスク対策の詳細が記載
されている。

項

目評価書
目評価書及び重点項目評価書
目評価書及び全項目評価書

基礎項目評価書
1)

2)

3)

目的外の入手が行われるリス
への対策は十分か

に力を入れている十分である
特
十

目的を超えた紐付け、事務に
必要のない情報との紐付けが
行われるリスクヘの対策は十
分か

1)

2)

3)

十分である に て るれ

て しヽ る

権限のない者 (元職員、アク
セス権限のない職員等 )「 こよつ
て不正に使用されるリスクヘ

の対策は十分か

1)特 に力を入れている十分である
2)十分である
3)課題が残されている

委託先における不正な使用
等のリスクヘの対策は十分か

ている

不正な提供・移転が行われる
リスクヘの対策は十分か

るヽ

目的外の入手が行われるリス
クヘの対策は十分か

1)十分である 入れている

不正な提供が行われるリスク
ヘの対策は十分か

十分である
1)

2)

ている

特定個人情報の漏えい・減
失・毀損リスクヘの対策は十
分か

十分である
2)十分 ある

1)特 に力を入れている

実施の有無 [O]外 部監査[O]内 部監査[O]自 己点検

従業者に対する教育・啓発 1)特に力を入れて行つている
2)十分に行つている

[   十分に行つている   ]

1.提出する特定個人情報保護評価書の種類

2.特定個人情報の入手 (情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。)

3,特定個人情報の使用

4.特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [O]委託しない

5.特定個人情報の提供・移転 (委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。) [O]提供・移転しない

6.情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ]接続しない(入手)[ ]接 続しない(提供)

フ.特定イ匿人情報の保管・消去

8.監査

9,従業者に対する教育・啓発
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